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実習免除申請の手引き 
 

 

 

社会福祉士・精神保健福祉士（受験資格）を取得希望の方は、厚生労働

省令で定められた指定施設における相談援助業務に１年以上従事した経

験があれば、実習科目が免除（履修免除）になる可能性があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

ご不明な点がございましたら、メールまたはお電話にてお問合わせください。 
 

日本医療大学（通信教育部） 通信事業部 

TEL．011-351-8181  E-mail．pr_tsushin@jhu.ac.jp 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本手引きは、第 39 回社会福祉士及び第 29 回精神保健福祉士国家試験の受験の手引を基に作成 

本手引きでは、実習科目履修免除申請の手続きから履修免除の認定を

受けた後の留意事項等に至るまで手引きしています。  

通 信 教 育 部 
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⑴ 実習科目の実習免除（履修免除）の条件【社会福祉士】 

社会福祉士受験資格の取得を目指す方で、入学前まで（2027 年３月 31 日時点）に、厚生労働

省令で定められた指定施設における相談援助業務に１年以上従事していた経験があれば、実習科

目が免除（履修免除）になる可能性があります。  

※ 「入学時（2027 年４月１日）もしくは入学以前に実務経験の要件を満たす必要がありま

す。入学後に要件を満たしても、免除の対象とはなりません。」また、入学前に要件を満た

して申請をしなかった場合でも、入学後に免除申請を行うことは一切できませんので、ご注

意ください。入学時で実務経験が１年以上になる方は、「見込での申請が可能」です。ま

た、複数の施設での経験を「通算することも可能」です。 

※ 社会福祉士（受験資格）と、精神保健福祉士（受験資格）の両方の実習免除を希望する方

は、１つの施設で両方の実習免除にあたる実務経験がある場合は、施設・従業期間（１年以

上）が重複する場合であっても、両方の免除申請をすることが可能です。 

 

⑵ 実習免除となった場合の実習科目単位について 

履修免除の対象となる実習科目は「ソーシャルワーク実習指導Ⅰ」、「ソーシャルワーク実習指

導Ⅱ」、「ソーシャルワーク実習Ⅰ」の３科目です。 

※ 実習免除が認められた場合､「実習科目の履修が不要」と判断されたことを意味します。

これは､「実習科目の単位（計９単位分）が修得単位として認定されたことではない」とい

う点に留意してください。そのため、卒業要件単位数が不足する場合は、別科目にて単位を

修得する必要があります。 

 

履修免除実習科目 

ソーシャルワーク実習指導Ⅰ ２単位 

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ １単位 

ソーシャルワーク実習Ⅰ ６単位 

※ 実習免除になった場合、実習費 160,000 円は、納入不要となります。 

 

⑶ 実習免除となるための申請について 

実習免除申請の対象者は、出願書類提出時に「実務経験申告書（様式１）」「実務経験証明書

（様式２）」を提出してください。実務経験証明書は、国家試験受験資格にかかわる重要な証明

書です。申請された実務経験や職種が事実とは異なった場合は、国家試験の受験資格が取得でき

ないことや、資格取得後に資格を取消される場合があります。十分注意して、申請を行ってくだ

さい。 

※ 職場から発行される「実務経験証明書」により、認められる職場・職種の判定を行いま

す。実習免除の認定後に、「実務経験証明書」の虚偽等が判明した場合、実習科目免除が取

消されます。国家試験受験および合格後には、社会福祉振興・試験センターによる監査が行

われる場合があります。申請内容と事実の相違のため合格の取消や、実習免除が不可となっ

た場合でも、大学ではその責任を負いかねます。 

 

１ 社会福祉士受験資格取得希望者の実習科目履修免除について 
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⑷ 実習免除となるための相談援助の業務範囲 

 

 

 

 

 

 

第 39 回社会福祉士国家試験 

（実務経験コード番号表） 

次ページより引用（P18～31） 
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３　実務経験   　　  ・  　　　
　短期大学等で指定科目を履修して卒業し、社会福祉士国家試験を受験するために必要な実務経験「相談援
助の業務の範囲」は、次の  実務経験コード番号表  の「（2）施設・職種コード」に示した施設（事業）・機
関及び職種のとおりです。これに示す施設、職種以外の経験は、実務経験の対象になりません（厚生労働大
臣が個別に認める場合を除く）。

【�社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号）第２条（指定施設の範囲）
【�指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等

について（令和６年７月３日社援発0703第１号）厚生労働省社会・援護局長通知別添１】

区分２ 区分３

（1）　法人格コード  　　 ・ 　　 
　実務経験証明書の「法人格コード」欄には、次のうち該当する「コード」を記入してください。

法　人　格　（運  営  主  体） コード

国・地方公共団体等の公的機関 ０１

社会福祉法人、（一般・公益）財団・社団法人、宗教法人、独立行政法人、学校法人等の
非営利法人 ０２

医療法人等、病院・診療所を開設する法人及び個人 ０３

株式会社、有限会社等の営利法人（人材派遣会社はコード08） ０４

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） ０５

生活協同組合、農業協同組合、企業組合等の協同組合 ０６

その他 ０７

人材派遣会社
※派遣先である運営主体でも、派遣元である人材派遣会社でも証明可能です。
（運営主体が証明できない場合は、人材派遣会社が証明してください）

０８

（2）　施設・職種コード  　　 ・ 　　 
　　�　次の施設・事業において、福祉に関する相談援助の業務に従事した方は、社会福祉士の受験に必要な

実務経験を有するものと認められます。
　　�　実務経験証明書の「施設（事業）等種類」、「職種」及び「施設・職種コード」欄には、次のうち該当す

るものを記入してください。

区分２ 区分３

区分２ 区分３

実務経験コード番号表

　福祉に関する相談援助の業務以外の職種を兼務している場合は、相談援助の業務以外の職種を兼務し
ている事実が辞令によって明確であって、その主たる業務が福祉に関する相談援助の業務である方が 
対象となります。
　実務経験証明書の「職種」及び「施設・職種コード」欄の記入については、以下のようになります。
例）指定通所介護を行う施設の「生活相談員兼介護職員」の場合、
「職種」欄は、必ず「生活相談員兼介護職員」と記入してください。
「施設・職種コード」欄は、［２０１１］のように、主たる業務である職種のコードを記入してください。

職種の兼務について

− 18 − − 19 −
5



児  童  分  野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

児
　
　
童
　
　
福
　
　
祉
　
　
法

児童相談所

児童福祉司 1 3 6 1  
児童心理司 1 3 6 2  
受付相談員 1 3 6 3  
相談員 1 3 6 4  
電話相談員 1 3 6 5  
児童指導員 1 3 6 6  
保育士 1 3 6 7  
個別対応職員 1 3 6 8  

母子生活支援施設

１-（３）

母子支援員、母子指導員 1 3 7 1  
少年指導員（少年を指導する職員） 1 3 7 2  
個別対応職員 1 3 7 3  
自立支援担当職員 1 3 7 4  
保育士 1 3 7 5

児童養護施設

１-（４）

児童指導員 1 3 8 1  
保育士 1 3 8 2  
個別対応職員 1 3 8 3  
家庭支援専門相談員 1 3 8 4  
職業指導員 1 3 8 5  
里親支援専門相談員 1 3 8 6  
自立支援担当職員 1 3 8 7  

障害児入所施設
　児童発達支援センター（障害児通所支援事業）

１-（５）

★児童指導員（※２） 1 5 6 1  
★保育士（※３） 1 5 6 2  
児童発達支援管理責任者 1 5 6 3  
心理担当職員 1 5 6 4  

知的障害児施設

  
知的障害児施設
自閉症児施設（第一種、第二種） � ２-（33）

★児童指導員（※２） 1 3 9 1
★保育士（※３） 1 3 9 2

知的障害児通園施設
２-（33）

★児童指導員（※２） 1 4 0 1
★保育士（※３） 1 4 0 2

盲ろうあ児施設

  
盲児施設
ろうあ児施設
難聴幼児通園施設 � ２-（33）

★児童指導員（※２） 1 4 1 1
★保育士（※３） 1 4 1 2

肢体不自由児施設

  
肢体不自由児施設
肢体不自由児通園施設
肢体不自由児療護施設 � ２-（33）

★児童指導員（※２） 1 4 2 1
★保育士（※３） 1 4 2 2

児童心理治療施設
（旧：情緒障害児短期治療施設）

１-（６）

児童指導員 1 4 3 1
保育士 1 4 3 2
個別対応職員 1 4 3 3
家庭支援専門相談員 1 4 3 4
自立支援担当職員 1 4 3 5

重症心身障害児施設
２-（34）

★児童指導員（※２） 1 4 4 1
★保育士（※３） 1 4 4 2
心理指導員（心理指導を担当する職員） 1 4 4 3

児童自立支援施設

１-（７）

児童自立支援専門員 1 4 5 1
児童生活支援員 1 4 5 2
個別対応職員 1 4 5 3
家庭支援専門相談員 1 4 5 4
職業指導員 1 4 5 5
自立支援担当職員 1 4 5 6

１-（2）

− 18 − − 19 −
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児  童  分  野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

児
　
　
童
　
　
福
　
　
祉
　
　
法

児童家庭支援センター １-（８）
相談員
（児童の福祉に関する相談・助言を行う職員） 1 4 6 1

里親支援センター

1-（9）

里親制度等普及促進担当者 1 6 4 1  
里親等支援員 1 6 4 2  
里親研修等担当者 1 6 4 3  
家庭支援専門相談員 1 6 4 4  
自立支援担当職員 1 6 4 5  
養親等相談支援員 1 6 4 6  
市町村連携支援員 1 6 4 7
レスパイト・ケア担当職員 1 6 4 8
障害児里親等支援担当職員 1 6 4 9

障
害
児
通
所
支
援
事
業（
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
を
除
く
）

児童発達支援事業を行う施設

1-（10）

★指導員（※１） 1 5 7 1
★児童指導員（※２） 1 5 7 2
★保育士（※３） 1 5 7 3
児童発達支援管理責任者 1 5 7 4
機能訓練担当職員（心理担当職員に限る） 1 5 7 5
★障害福祉サービス経験者（※４） 1 5 7 6

放課後等デイサービス事業を行う施設

★指導員（※１） 1 5 7 1
★児童指導員（※２） 1 5 7 2
★保育士（※３） 1 5 7 3
児童発達支援管理責任者 1 5 7 4
機能訓練担当職員（心理担当職員に限る） 1 5 7 5
★障害福祉サービス経験者（※４） 1 5 7 6

居宅訪問型児童発達支援事業を行う
施設

★訪問支援員（※１）
（保育士、 児童指導員、 心理担当職員に限る） 1 5 7 7
児童発達支援管理責任者 1 5 7 4

保育所等訪問支援事業を行う施設
★訪問支援員（※１）
（保育士、 児童指導員、 心理担当職員に限る） 1 5 7 7
児童発達支援管理責任者 1 5 7 4

障害児相談支援事業
� １-（11）

相談支援専門員 1 5 8 1
相談支援員 1 5 8 2

乳児院

児童指導員 2 5 1 1
保育士 2 5 1 2
個別対応職員 2 5 1 3
家庭支援専門相談員 2 5 1 4
里親支援専門相談員 2 5 1 5

医療型児童発達支援を行う施設

★児童指導員（※２） 5 2 1 1
★保育士（※３） 5 2 1 2
児童発達支援管理責任者 5 2 1 3
機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る） 5 2 1 4

指定発達支援医療機関

  

肢体不自由児施設支援
重症心身障害児施設支援
　�国立高度専門医療研究センター及び独立行
政法人国立病院機構が設置する医療機関で
あって内閣総理大臣が指定するもの �２-（14）

★児童指導員（※２） 2 4 5 1

★保育士（※３） 2 4 5 2

児童自立生活援助事業を行っている施設
� ２-（22）

相談援助業務を行っている指導員 2 5 3 1
個別対応職員 2 5 3 2
自立支援担当職員 2 5 3 3

地域子育て支援拠点事業を行っている
施設� ２-（25）

相談援助業務を行っている職員 2 5 6 1
小児慢性特定疾病児童等自立支援事業を
行っている事業所� ２-（85）

小児慢性特定疾病児童等自立支援員 5 0 8 1

1-（10）

1-（10）

1-（10）

２-（２）

２-（13）

− 20 − − 21 −
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児  童  分  野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

児
　
　
童
　
　
福
　
　
祉
　
　
法

養育支援訪問事業を行っている事業所� ２-（91） 訪問支援者 5 2 3 1  
児童厚生施設（児童遊園を除く）� ２-（92） 職員のうち相談援助業務を行っている者 5 2 4 1  
親子再統合支援事業を行っている事業所� ２-（93） 相談援助業務を行っている職員 5 2 5 1  

社会的養護自立支援拠点事業を行っている
事業所�

２-（94）

支援コーディネーター 5 2 6 1  
生活相談支援員 5 2 6 2  
就労相談支援員 5 2 6 3  
就労等定着支援員 5 2 6 4  

妊産婦等生活援助事業を行っている事業所
� ２-（95）

支援コーディネーター 5 2 7 1  
母子支援員 5 2 7 2  
就労等定着支援員 5 2 7 3  

子育て世帯訪問支援事業を行っている事業所� ２-（96） 訪問支援員 5 2 8 1  
児童育成支援拠点事業を行っている事業所� ２-（97） 相談支援業務を行っている職員 5 2 9 1  

こども家庭センター
� ２-（98）

児童の福祉及び妊産婦の福祉に関する相談に応ずる職員 5 3 0 1  
母子保健に関する各種の相談に応ずる職員 5 3 0 2  
統括支援員 5 3 0 3  

妊婦等包括相談支援事業を行う機関�２-（99） 相談支援業務を行っている職員 5 3 4 1
地域子育て相談機関� ２-（100） 相談支援業務を行っている職員 5 3 1 1  

民
間
あ
っ
せ
ん
機
関
に
よ
る
養
子
縁
組
の
あ
っ
せ

ん
に
係
る
児
童
の
保
護
等
に
関
す
る
法
律

民間あっせん機関

� ２-（101）

養子縁組あっせん責任者 5 3 5 1

相談員 5 3 5 2

そ
　
　
の
　
　
他

利用者支援事業を行っている施設� ２-（26） 相談支援業務を行っている職員 2 9 0 1
児童デイサービス事業（障害児通園事業）� ２-（12） 相談援助業務を行う職員（相談員） 2 2 9 1
地
域
生
活

支
援
事
業

障害児等療育支援事業を行っている
施設

２-（37）

相談援助業務を行っている職員 2 4 4 1

心身障害児総合通園センター� ２-（21） 相談援助業務を行っている職員 2 5 2 1
子育て短期支援事業（短期入所生活援助
事業、夜間養護等事業）

  
乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、
及び保育所等において実施する事業

２-（23）

相談支援業務を行っている職員 2 5 4 1

− 20 − − 21 −
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高 齢 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

介
　
　
護
　
　
保
　
　
険
　
　
法

介
護
保
険
施
設

指定介護老人福祉施設
１-（23）

生活相談員 1 0 1 1
介護支援専門員（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 1 0 1 2

介護老人保健施設
１-（23）

支援相談員 1 0 2 1
相談指導員 1 0 2 3
介護支援専門員（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 1 0 2 2

介護医療院 １-（23） 介護支援専門員（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 1 6 1 1
指定介護療養型医療施設 １-（23）

介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 1 0 3 1

地域包括支援センター� １-（24）
包括的支援事業に係る業務を行う職員（※5）
（保健師、主任介護支援専門員等） 1 0 4 1

指定特定施設入居者生活介護を行う施設

  
　指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行う施設
　指定介護予防特定施設入居者生活介護を行う施設
を含む

２-（４）

生活相談員 2 2 2 1

計画作成担当者 2 2 2 2
指定通所介護を行う施設

  

　基準該当通所介護を行う施設
　指定地域密着型通所介護を行う施設
　指定介護予防通所介護を行う施設
　基準該当介護予防通所介護を行う施設
　第一号通所事業を行う施設（※6）
　指定認知症対応型通所介護を行う施設
　指定介護予防認知症対応型通所介護を行う施設
を含む

２-（42）、２-（46）

生活相談員 2 0 1 1

児  童  分  野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

そ
　
　
の
　
　
他

重症心身障害児（者）通園事業を行う施設
� ２-（29）

★児童指導員（※２） 2 5 8 1
★保育士（※３） 2 5 8 2

スクールソーシャルワーカー活用事業に
基づく教育機関� ２-（75） スクールソーシャルワーカー 2 7 4 1
子ども家庭総合支援拠点� ２-（78） 相談援助業務を行っている職員 5 0 9 1
医療的ケア児支援センター� ２-（85） 医療的ケア児等コーディネーター 5 1 1 1

注意事項
（※１�）「指導員、訪問支援員」のうち、「介護等の業務を行う指導員、訪問支援員」として介護福祉士国家試験

を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国
家試験のみ受験できます。）

（※２�）「児童指導員」のうち、「入所者の保護に直接従事する児童指導員」として介護福祉士国家試験を受験し
た方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験の
み受験できます。）

（※３�）「保育士」のうち、「入所者の保護に直接従事する保育士」として介護福祉士国家試験を受験した方は、
その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士国家試験のみ受験で
きます。）

（※４�）「障害福祉サービス経験者」のうち、「介護等の業務を行う障害福祉サービス経験者」として介護福祉士
国家試験を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護
福祉士国家試験のみ受験できます。）

　　　�　なお、「障害福祉サービス経験者」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令
和３年厚生労働省令第10号）による改正前の指定通所基準に定める障害福祉サービス経験者（高等学校の
卒業者等であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事した者）をいい、「障害福祉サービス」とは、
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第１項に規
定する障害福祉サービスをいいます。

　★印の職種のうち、介護福祉士養成施設等を卒業した経過措置対象者（期限付き介護福祉士登録者）が、経過
措置期間に主たる業務として介護等の業務に５年間従事して経過措置の解除を行おうとする場合には、その実務
経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。

− 22 − − 23 −
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− 22 − − 23 −

高 齢 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

介
　
　
護
　
　
保
　
　
険
　
　
法

指定短期入所生活介護を行う施設

  
　基準該当短期入所生活介護を行う施設
　指定介護予防短期入所生活介護を行う施設
　基準該当介護予防短期入所生活介護を行う施設
を含む

２-（42）

生活相談員 2 0 5 1

指定通所リハビリテーションを行う施設
   指定介護予防通所リハビリテーションを行う施設を含む
※介護老人保健施設において実施されているものに限る

２-（43）

支援相談員 2 0 9 1

指定短期入所療養介護を行う施設
   指定介護予防短期入所療養介護を行う施設を含む
※介護老人保健施設において実施されているものに限る

２-（43）

支援相談員 2 1 1 1

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う施設 ２-（44） オペレーター 2 7 7 1
指定夜間対応型訪問介護を行う施設 ２-（45） オペレーションセンター従業者 2 7 8 1
指定小規模多機能型居宅介護を行う施設
   指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行う施設を含む

２-（47）

介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 2 1 5 1

指定認知症対応型共同生活介護を行う施設
   指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行う施設を含む

２-（47）

介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 2 1 7 1

指定複合型サービスを行う施設 ２-（47）
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 2 7 9 1

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護を行う施設

２-（48）

生活相談員 2 1 9 1
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 2 1 9 2

居宅介護支援事業を行っている事業所 ２-（49）
介護支援専門員
（配置基準により配置されている資格保有者に限る） 2 2 0 1

介護予防支援事業を行っている事業所 ２-（50） 担当職員 2 2 1 1
第一号介護予防支援事業を行っている事業所 ２-（50） 担当職員 2 9 1 1

老
人
福
祉
法

養護老人ホーム １-（21） 生活相談員 1 0 5 1
特別養護老人ホーム
（地域密着型特別養護老人ホームを含む） １-（21）

生活相談員 1 0 6 1

軽費老人ホーム

  
都市型軽費老人ホーム、
軽費老人ホーム（Ａ型、Ｂ型）、
ケアハウスを含む １-（21）

生活相談員 1 0 7 1

主任生活相談員 1 0 7 2
老人福祉センター
　 （特Ａ型、Ａ型、Ｂ型） １-（21）

相談・指導を行う職員 1 0 8 1

老人短期入所施設 １-（21） 生活相談員 1 0 9 1
老人デイサービスセンター １-（21） 生活相談員 1 1 0 1
老人介護支援センター
　 （在宅介護支援センター） １-（21）

相談援助業務を行っている職員 1 1 1 1

有料老人ホーム ２-（３） 生活相談員 2 2 7 1

10



− 24 − − 25 −

障 害 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

身
体
障
害
者
福
祉
法

身体障害者更生相談所

１-（13）

身体障害者福祉司 1 3 2 1
心理判定員 1 3 2 2
職能判定員 1 3 2 3
ケース・ワーカー 1 3 2 4

身体障害者福祉センター

  
身体障害者福祉センター（Ａ型、Ｂ型）
在宅障害者デイサービス施設
（身体障害者デイサービスセンター）
障害者更生センター １-（14）

身体障害者に関する相談に応ずる職員 1 3 3 1

点字図書館 ２-（30） 相談援助業務を行っている職員 2 3 2 1
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者

福
祉
に
関
す
る
法
律

精神保健福祉センター

１-（15）

精神保健福祉相談員
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 3 4 1
精神保健福祉士
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 3 4 2
精神科ソーシャルワーカー
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 3 4 3
心理判定員
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 3 4 4

知
的
障
害
者

福
祉
法

知的障害者更生相談所

１-（20）

知的障害者福祉司 1 3 5 1
心理判定員 1 3 5 2
職能判定員 1 3 5 3
ケース・ワーカー 1 3 5 4

高 齢 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

そ
の
他

高齢者総合相談センター ２-（8） 相談援助業務を行っている相談員 2 2 8 1
生活支援ハウス
（高齢者生活福祉センター） ２-（51）

生活援助員 2 2 5 1

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業

  
高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）、
多くの高齢者が居住する集合住宅等において
実施する事業

２-（52）

相談援助業務を行っている生活援助員 2 2 6 1

サービス付き高齢者向け住宅 ２-（53） 相談援助業務を行っている職員 2 8 0 1
注意事項
（※５�）「包括的支援事業」のうち、一部の事業は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験すること

はできません。通知の内容を必ず確認してください。
（※６�）「第一号通所事業」のうち、事業者指定を受けていないもの等は、その実務経験をもって社会福祉士国

家試験を受験することはできません。通知の内容を必ず確認してください。
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障 害 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

障

害

者

総

合

支

援

法

障害者支援施設
１-（25）

★生活支援員（※７） 1 1 2 1
就労支援員 1 1 2 2
サービス管理責任者 1 1 2 3

地域活動支援センター １-（26） ★指導員（※７） 1 1 3 1
福祉ホーム １-（27） 管理人 1 1 4 1
基幹相談支援センター� ２-（83） 相談援助業務を行っている職員 5 1 2 1
身
体
障
害
者
更
生
援
護
施
設

身体障害者更生施設

  
肢体不自由者更生施設
視覚障害者更生施設
聴覚・言語障害者更生施設
内部障害者更生施設 � ２-（5）

★生活支援員（※７） 2 8 3 1

身体障害者療護施設 ２-（5） ★生活支援員（※７） 2 8 4 1
身体障害者授産施設
　  （入所、通所、小規模通所）
� ２-（5）

★生活支援員（※７） 2 8 5 1
身体障害者福祉工場 ２-（5） ★指導員（※７） 2 8 6 1

精
神
障
害
者
社
会
復
帰
施
設

精神障害者生活訓練施設
２-（6）

精神保健福祉士 1 1 9 1
精神障害者社会復帰指導員 1 1 9 2

精神障害者授産施設
　  （入所、通所、小規模通所）

２-（6）

精神保健福祉士 1 2 0 1
精神障害者社会復帰指導員 1 2 0 2

精神障害者福祉工場
２-（6）

精神保健福祉士 1 2 1 1
精神障害者社会復帰指導員 1 2 1 2

精神障害者福祉ホーム ２-（6） 管理人 1 2 2 1
知
的
障
害
者
援
護
施
設

知的障害者更生施設
　  （入所、通所）
� ２-（7）

★生活支援員（※７） 1 2 3 1

知的障害者授産施設
　  （入所、通所、小規模通所）
� ２-（7）

★生活支援員（※７） 1 2 4 1
知的障害者通勤寮 ２-（7） ★生活支援員（※７） 1 2 5 1

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業

生活介護を行う施設
★生活支援員（※７） 1 2 7 1
サービス管理責任者 1 2 7 2

自立訓練を行う施設
　  （機能訓練、生活訓練）

★生活支援員（※７） 1 2 8 1
サービス管理責任者 1 2 8 2

就労移行支援を行う施設
　  （認定就労移行支援を含む）

１-（28）

★生活支援員（※７） 1 2 9 1
就労支援員 1 2 9 2
サービス管理責任者 1 2 9 3
職業指導員（相談援助を行う場合に限る） 1 2 9 4

就労継続支援を行う施設
　  （Ａ型、Ｂ型）

１-（28）

★生活支援員（※７） 1 3 0 1
サービス管理責任者 1 3 0 2
職業指導員（相談援助を行う場合に限る） 1 3 0 3

就労定着支援を行う施設
１-（28）

就労定着支援員 1 6 2 1
サービス管理責任者 1 6 2 2

自立生活援助を行う施設
１-（28）

地域生活支援員 1 6 3 1
サービス管理責任者 1 6 3 2

療養介護を行う施設 ２-（32） 相談援助業務を行っている職員 1 2 6 1
短期入所を行う施設

  
身体障害者短期入所事業、
知的障害者短期入所事業を含む

２-（32）

相談援助業務を行っている職員 2 3 4 1

１-（28）

１-（28）

− 24 − − 25 −
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

広域障害者職業センター ２−（68） 障害者職業カウンセラー 2 4 7 1

地域障害者職業センター
２-（69）

障害者職業カウンセラー 2 4 8 1
職場適応援助者 2 4 8 2

障害者雇用支援センター
２-（71）

改正前の障害者の雇用の促進等に関する法律第28条
第１号、第２号及び第７号に規定する業務を行う職員 2 7 1 1

障害者就業・生活支援センター

２-（73）

主任就業支援担当者 2 5 0 1
就業支援担当者 2 5 0 2
主任職場定着支援担当者 2 5 0 3
生活支援担当職員 2 5 0 4

職
業

安
定
法

公共職業安定所
２-（74）

精神・発達障害者雇用サポーター 2 9 8 1
障害学生等雇用サポーター 2 9 8 2

高
次
脳
機
能

障
害
者
支
援
法

高次脳機能障害者支援センター
２-（77）

支援コーディネーター 5 4 1 1

そ
の
他

知的障害者福祉工場 ２-（16） 相談援助業務を行っている指導員 2 3 1 1
聴覚障害者情報提供施設 ２-（30） 相談援助業務を行っている職員 2 3 3 1
精神障害者地域移行支援特別対策事業を
行っている施設

２-（38）

地域体制整備コーディネーター 2 7 3 1
地域移行推進員 2 7 3 2

精神障害者地域移行・地域定着支援事業を
行っている施設

２-（39）

地域体制整備コーディネーター 2 8 1 1
地域移行推進員 2 8 1 2

精神障害者アウトリーチ推進事業を
行っている施設

２-（40）

相談援助業務を行っている職員
（医師、保健師、看護師、作業療法士その他
医療法に規定する病院として必要な職員を除く） 2 8 2 1

障 害 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

障
害
者
総
合
支
援
法

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業

重度障害者等包括支援を行う施設 ２-（32） 相談援助業務を行っている職員 2 3 5 1
共同生活介護を行う施設 ２-（31） 相談援助業務を行っている職員 2 3 6 1
共同生活援助を行う施設

  
精神障害者グループホーム、
知的障害者グループホームを含む

２-（32）

相談援助業務を行っている職員 2 3 7 1

地
域
生
活
支
援
事
業

身体障害者自立支援を行っている施設� ２-（36） 相談援助業務を行っている職員 2 3 8 1

日中一時支援事業を行っている施設 ２-（37） 相談援助業務を行っている職員 2 3 9 1

障害者相談支援事業を行っている施設� ２-（37） 相談援助業務を行っている職員 2 4 3 1
一般相談支援事業を行う施設 １-（29） 相談支援専門員 1 5 9 1

特定相談支援事業を行う施設
１-（30）

相談支援専門員 1 6 0 1
相談支援員 1 6 0 2

指定相談支援事業を行う施設 ２-（35） 相談支援専門員 2 8 7 1
の
ぞ
み
の

　
　
園
法

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設
「のぞみの園」

2-（15）

相談援助業務を行っている指導員 2 3 0 1
相談援助業務を行っているケースワーカー 2 3 0 2

発
達
障
害
者

　
　
支
援
法

発達障害者支援センター
２-（67）

相談支援を担当する職員 2 4 6 1
就労支援を担当する職員 2 4 6 2

− 26 − − 27 −
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そ の 他 の 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

地
域
保
健
法

保健所

１-（１）

精神保健福祉相談員
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 5 1 1

精神保健福祉士
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 5 1 2

精神科ソーシャルワーカー
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 5 1 3

心理判定員
（精神障害者に関する相談援助業務を行っている職員） 1 5 1 4

医
療
法

病院・診療所

１-（12）

相談員（医療ソーシャルワーカー等）
　次のアからエまでのすべての相談援助業務を行って
いる職員
ア　患者の経済的問題の解決、調整に係る相談援助
イ�　患者が抱える心理的・社会的問題の解決、調整に
係る相談援助
ウ�　患者の社会復帰に係る相談援助
エ�　以上の相談援助業務を行うための地域における保健
医療福祉の関係機関、関係職種等との連携等の活動

1 5 2 1

退院後生活環境相談員 1 5 2 2

生
活
保
護
法

救護施設 １-（16） 生活指導員 1 4 9 1  
更生施設 １-（16） 生活指導員 1 5 0 1  
授産施設 ２-（１） 指導員（作業指導員、職業指導員を除く） 2 5 9 1  
宿所提供施設 ２-（１） 指導員（作業指導員、職業指導員を除く） 2 6 0 1  
被保護者就労支援事業を行っている事業所 ２-（65） 就労支援員 2 9 3 1  
子どもの進路選択支援事業を行っている事業所 ２-（66） 支援員 5 3 6 1
被保護者就労準備支援事業を行っている事業所 ２-（66） 被保護者就労準備支援担当者 5 3 7 1
被保護者家計改善支援事業を行っている事業所 ２-（66） 家計改善支援員 5 3 8 1
被保護者地域居住支援事業を行っている事業所 ２-（66） 居住支援員 5 3 9 1

日常生活支援住居施設
２-（86）

生活支援員 5 1 8 1
生活支援提供責任者 5 1 8 2  

障 害 者 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

そ　

の　

他

アウトリーチ事業、アウトリーチ支援を
行っている施設

２-（41）

相談援助業務を行っている職員
（医師、保健師、看護師、作業療法士その他
医療法に規定する病院として必要な職員を除く） 2 8 8 1

第１号職場適応援助者助成金又は訪問型職場適
応援助者助成金受給資格認定法人
� ２-（70）

第１号職場適応援助者養成研修又は訪問型職場
適応援助者養成研修若しくは上級職場適応援助
者養成研修を修了した職員であって、職場適応
援助を行っている者

2 4 9 1

訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人
� ２-（72）

訪問型職場適応援助者養成研修を修了した職員
であって、職場適応援助を行っている者 2 9 2 1

注意事項
（※７�）「生活支援員、指導員」のうち、「介護等の業務を行う生活支援員、指導員」として介護福祉士国家試験

を受験した方は、その実務経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。（介護福祉士
国家試験のみ受験できます。）

　★印の職種のうち、介護福祉士養成施設等を卒業した経過措置対象者（期限付き介護福祉士登録者）が、経過
措置期間に主たる業務として介護等の業務に５年間従事して経過措置の解除を行おうとする場合には、その実務
経験をもって社会福祉士国家試験を受験することはできません。
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そ の 他 の 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法

生活困窮者自立相談支援事業を行っている
自立相談支援機関
生活困窮者就労準備支援事業を行っている
事業所
生活困窮者家計改善支援事業を行っている
事業所
子どもの学習・生活支援事業を行っている
事業所
� ２-（63）

主任相談支援員 2 9 4 1
相談支援員 2 9 4 2
就労支援員 2 9 4 3
就労支援準備担当者 2 9 4 4
家計改善支援員（家計相談支援員を含む） 2 9 4 5
住まい相談支援員 2 9 4 6
子どもの学習・生活支援事業従事者のうち
相談援助業務を行っている職員 2 9 4 7

社

会

福

祉

法

福祉事務所

１-（17）

査察指導員（指導監督を行う職員） 1 4 7 1
身体障害者福祉司（指導監督を行う職員） 1 4 7 2
知的障害者福祉司（指導監督を行う職員） 1 4 7 3
老人福祉指導主事（指導監督を行う職員） 1 4 7 4
現業員・ケースワーカー 1 4 8 1
家庭児童福祉主事 1 4 8 2
家庭相談員 1 4 8 3
面接相談員 1 4 8 4
女性相談支援員 1 4 8 5
母子・父子自立支援員、母子相談員 1 4 8 6
「セーフティネット支援対策等事業の実施
について」別添１の３（１）に規定する就
労支援事業に従事する就労支援員

1 4 8 7

生活保護法第55条の７第１項に規定する被
保護者就労支援事業に従事する就労支援員 1 4 8 8
生活保護法第55条の10第１項に規定する子
どもの進路選択支援事業に従事する支援員 1 4 8 9
生活保護法第55条の10第２項に規定する被保護者就労
準備支援事業に従事する被保護者就労準備支援担当者 5 4 0 1
生活保護法第55条の10第３項に規定する被保護
者家計改善支援事業に従事する家計改善支援員 5 4 0 2
生活保護法第55条の10第４項に規定する被保護
者地域居住支援事業に従事する居住支援員 5 4 0 3

隣保館 ２-（9） 相談援助業務を行っている指導職員 2 6 1 1

都道府県社会福祉協議会

� ２-（10）

専門員（日常生活自立支援事業を行う職員） 2 6 2 1
相談援助業務を行っている職員

2 6 2 2

市（特別区を含む）町村社会福祉協議会

２-（11）

専門員（日常生活自立支援事業を行う職員） 2 6 3 1

福祉活動専門員 2 6 3 2
相談援助業務を行っている職員

2 6 3 3

配
偶
者
暴
力

防
止
法

配偶者暴力相談支援センター

2-（89）

女性相談支援員 5 2 0 1

困
難
な
問
題
を
抱
え
る
女
性

へ
の
支
援
に
関
す
る
法
律

女性相談支援センター

１-（18）

相談支援員 1 5 3 1
心理支援員 1 5 3 2
女性相談支援員 1 5 3 3

女性自立支援施設 １-（19） 入所者の自立支援を行う職員 1 5 4 1

　主として高齢者、障害者、児童、生活困窮
者その他要援護者に対するものに限る。

　主として高齢者、障害者、児童、生活困窮
者その他要援護者に対するものに限る。
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そ の 他 の 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

母
子

保
健
法

母子健康包括支援センター 2-（79） 母子保健に関する各種の相談に応ずる職員 5 1 7 1
産後ケア事業を実施する施設 2-（88） 相談に応ずる職員 5 1 9 1

母
子
及
び
父
子

並
び
に
寡
婦
福
祉
法

母子・父子福祉センター

１-（22）

母子及び父子の相談を行う職員 1 5 5 1

刑
事
収
容
施
設
法

刑事施設

2-（17）

刑務官 5 0 1 1
法務教官 5 0 1 2
法務技官（心理） 5 0 1 3
福祉専門官 5 0 1 4

少
年
院
法

少年院

2-（17）

法務教官 5 0 2 1
法務技官（心理） 5 0 2 2
福祉専門官 5 0 2 3

少
年�

鑑
別
所
法

少年鑑別所
2-（17）

法務教官 5 0 3 1
法務技官（心理） 5 0 3 2

更
生
保
護
法

地方更生保護委員会�
２-（18）

保護観察官 2 6 4 1
社会復帰調整官 2 6 4 2

保護観察所�
２-（18）

保護観察官 2 6 5 1
社会復帰調整官 2 6 5 2

更
生
保
護
事
業
法

更生保護施設�

２-（19）

補導主任 2 6 6 1
補導員 2 6 6 2
福祉職員 2 6 6 3
薬物専門職員 2 6 6 4

裁
判

所
法 家庭裁判所� ２-（84） 家庭裁判所調査官 5 1 3 1
犯
罪
被
害
者
等
給
付
金
の
支
給
等
に
よ
る

犯
罪
被
害
者
等
の
支
援
に
関
す
る
法
律

犯罪被害者等早期援助団体

2-(102）

相談業務等を行う者 5 4 2 1

労
働
者
災
害

補
償
保
険
法

労災特別介護施設

２-（20）

相談援助業務を行っている指導員 2 6 7 1

難
病
の
患
者
に
対
す
る

医
療
等
に
関
す
る
法
律

難病相談支援センター

２-（76）

難病相談支援員 5 0 6 1

成
年
後
見
制
度
の
利
用

の
促
進
に
関
す
る
法
律

「権利擁護支援の地域連携ネットワークづ
くり」において設置される中核機関�

２-（82）

相談援助業務を行っている職員 5 1 4 1

− 28 − − 29 −
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そ の 他 の 分 野 施設・職種
コード施　設　種　類 相談援助業務の実務経験として認められる職種

そ
　
の
　
他

就業支援事業を行っている施設

  
ひとり親家庭等就業・自立支援事業
実施要綱に基づく事業 �

２-（24）

相談援助業務を行っている相談員 2 7 2 1  

母子・父子自立支援プログラム策定事業�
２-（27）

母子・父子自立支援プログラム策定員 5 0 4 1

就業支援専門員配置等事業�
２-（28）

就業支援専門員 5 0 5 1

地域福祉センター�
２-（54）

相談援助業務を行っている職員 2 6 8 1

就労支援事業を行っている事業所

  
自立支援プログラム策定実施推進事業
実施要領に規定する事業 �

２-（55）

就労支援員 2 9 5 1

ひきこもり地域支援センター�
２-（56）

ひきこもり支援コーディネーター 2 7 5 1
その他相談援助業務を行っている専任の職員 2 7 5 2

地域生活定着支援センター�
２-（57）

相談援助業務を行っている職員 2 7 6 1
ホームレス総合相談推進業務を行っている
事業所� ２-（58）

相談援助業務を行っている相談員 2 6 9 1

ホームレス自立支援センター�
２-（59）

生活相談指導員 2 7 0 1
東日本大震災の被災者に対する相談援助業
務を実施する事業所� ２-（60）

相談援助業務を行っている職員 2 9 6 1
被災者に対する相談援助業務を実施する�
事業所� ２-（61）

相談援助業務を行っている職員 2 9 7 1

自立相談支援機関（自立相談支援モデル事業）

家計相談支援モデル事業を行っている事業所

２-（62）

主任相談支援員 2 8 9 1

相談支援員 2 8 9 2

就労支援員 2 8 9 3

家計相談支援員 2 8 9 4

地域居住支援事業を行っている事業所�
2-（64）

相談援助業務を行っている職員 5 3 2 1

地域若者サポートステーション�
2-（80）

相談援助業務を行っている職員 5 1 5 1

子ども・若者総合相談センター�
2-（81）

相談援助業務を行っている職員 5 1 6 1
官民協働等女性支援事業を行っている事業所�
� 2-（90）

相談援助業務又は自立支援を行っている職員 5 3 3 1
若年被害女性等支援事業を行う事業所
� 2-（90）

相談援助業務又は自立支援を行っている職員 5 2 2 1  

厚生労働大臣が個別に認めた施設�
２-（103）

相談援助業務を行っている相談員 9 9 9 9
※�　上記「指定施設における相談援助の業務の範囲」に具体的に示されたもの以外の施設で、福祉に関する相談援
助の業務を行っている相談員は、厚生労働大臣が個別に認める場合があります（コード9 9 9 9）。

　�　厚生労働大臣の個別認定にあたって、【指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に
係る介護等の業務の範囲等について（令和６年７月３日社援発0703第１号厚生労働省社会・援護局長通知）別添１】
「４（1）認定基準」に該当する場合は、別途、書類が必要になりますので、事前に電話で連絡してください。
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※�　以下に掲げる事業・職種は、すでに廃止されていますが、過去においてこれらの事業に従事していた期間は、
社会福祉士の受験に必要な実務経験の対象となります。

施 設 ・ 事 業 種 類 相談援助業務の実務経験として認められる職種 施設・職種
コード

重度身体障害者更生援護施設
生活支援員 3 0 1 1  
生活指導員 3 0 1 2  

身体障害者福祉ホーム 管理人 3 0 2 1  

精神障害者地域生活支援センター
精神保健福祉士 3 0 3 1  
精神障害者社会復帰指導員 3 0 3 2  

経過的精神障害者地域生活支援センター事業を
行っている施設（障害者自立支援法地域生活支援事業）
〔平成18年10月〜19年３月〕

相談援助業務を行っている職員 3 1 7 1

精神障害者退院促進支援事業を行っている施設 相談援助業務を行っている職員 3 1 8 1

知的障害者デイサービスセンター
指導員 3 0 4 1
生活指導員 3 0 4 3
相談援助業務を行っている職員 3 0 4 2

知的障害者福祉ホーム 管理人 3 0 5 1
身体障害者相談支援事業
（市町村障害者生活支援事業）

  
身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者
福祉センター、身体障害者デイサービスセンター等にお
いて実施する事業

障害児相談支援事業、知的障害者相談支援事業
（療育等支援施設事業）

  

知的障害児施設、知的障害児通園施設、自閉症児施設、
盲ろうあ児施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設、
肢体不自由児療護施設、肢体不自由児通園施設、重症
心身障害児施設、知的障害者更生施設、知的障害者授
産施設において実施する事業

相談援助業務を行っている職員 3 0 6 1

障害者デイサービスを行う施設
（障害者自立支援法障害福祉サービス事業）

  
身体障害者デイサービス事業、
知的障害者デイサービス事業を含む

相談援助業務を行っている職員 3 0 7 1

経過的デイサービス事業を行っている施設
（�障害者自立支援法地域生活支援事業）〔平成18年10月〜19
年３月〕

相談援助業務を行っている職員 3 1 9 1

「障害者110番」運営事業を行っている施設 相談援助業務を行っている相談員 3 0 8 1
知的障害者生活支援事業

  
知的障害者通勤寮、知的障害者更生施設、知的障害者
授産施設、障害者能力開発施設において実施する事業

相談援助業務を行っている職員 3 0 9 1

高齢者住宅等安心確保事業

  
高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）、高齢者向け
優良賃貸住宅、高齢者円滑入居賃貸住宅（登録住宅）等
において実施する事業

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活
援助員派遣事業
（高齢者世話付住宅において実施する事業）

生活援助員 3 1 0 1

家庭支援電話相談（子ども・家庭110番）事業
（中央児童相談所において実施する事業） 電話相談員 3 1 1 1
ヴィエトナム難民収容施設
（日本赤十字社が設置するもの） 相談援助業務を行っている指導員 3 1 2 1
子ども家庭相談事業

  
児童センター、市に設置された児童館において実施
する事業

相談援助業務を行っている相談員 3 1 3 1

乳幼児健全育成相談事業
（保育所、乳児院において実施する事業） 相談援助業務を行っている相談員 3 1 4 1
すこやかテレホン事業
（青少年相談センターにおいて実施する事業） 相談援助業務を行っている相談員 3 1 5 1
知的障害者専門相談（法的助言・相談）事業
（都道府県・指定都市等において実施する事業） 相談援助業務を行っている相談員 3 1 6 1
地域子育て支援センター事業を行っている施設 相談援助業務を行っている職員 3 2 0 1

− 30 − − 31 −
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⑴ 実習科目の実習免除（履修免除）の条件【精神保健福祉士】 

精神保健福祉士受験資格の取得を目指す方で、入学前まで（2027 年３月 31 日時点）に、厚生

労働省令で定められた指定施設における相談援助業務に１年以上従事していた経験があれば、実

習科目が免除（履修免除）になる可能性があります。  

※ 「入学時（2027 年４月１日）もしくは入学以前に実務経験の要件を満たす必要がありま

す。入学後に要件を満たしても、免除の対象とはなりません。」また、入学前に要件を満た

して申請をしなかった場合でも、入学後に免除申請を行うことは一切できませんので、ご注

意ください。入学時で実務経験が１年以上になる方は、「見込での申請が可能」です。ま

た、複数の施設での経験を「通算することも可能」です。 

※ 社会福祉士（受験資格）と、精神保健福祉士（受験資格）の両方の実習免除を希望する方

は、１つの施設で両方の実習免除にあたる実務経験がある場合は、施設・従業期間（１年以

上）が重複する場合であっても、両方の免除申請をすることが可能です。 

 

⑵ 実習免除となった場合の実習科目単位について 

履修免除の対象となる実習科目は「ソーシャルワーク実習指導Ⅲ（精神）」、「ソーシャルワー

ク実習指導Ⅳ（精神）」、「ソーシャルワーク実習Ⅱ（精神）」の３科目です。 

※ 実習免除が認められた場合､「実習科目の履修が不要」と判断されたことを意味します。

これは､「実習科目の単位（計 8 単位分）が修得単位として認定されたことではない」とい

う点に留意してください。そのため、卒業要件単位数が不足する場合は、別科目にて単位を

修得する必要があります。 

 

履修免除実習科目 

ソーシャルワーク実習指導Ⅲ（精神） ２単位 

ソーシャルワーク実習指導Ⅳ（精神） １単位 

ソーシャルワーク実習Ⅱ（精神） 5 単位 

※ 実習免除になった場合、実習費 160,000 円は、納入不要となります。 

 

⑶ 実習免除となるための申請について 

実習免除申請の対象者は、出願提出時に「実務経験申告書（様式３）」「実務経験証明書（様式

４）」を提出してください。実務経験証明書は、国家試験受験資格にかかわる重要な証明書で

す。申請された実務経験や職種が事実とは異なった場合は、国家試験の受験資格が取得できない

ことや、資格取得後に資格を取消される場合があります。十分注意して、申請を行ってくださ

い。 

※ 職場から発行される「実務経験証明書」により、認められる職場・職種の判定を行いま

す。実習免除の認定後に、「実務経験証明書」の虚偽等が判明した場合、実習科目免除が取

消されます。国家試験受験および合格後には、社会福祉振興・試験センターによる監査が行

われる場合があります。申請内容と事実の相違のため合格の取消や、実習免除が不可となっ

た場合でも、大学ではその責任を負いかねます。 

 

２ 精神保健福祉士受験資格取得希望者の実習科目履修免除について 
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⑷ 実習免除となるための相談援助の業務範囲 
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実務経験コード番号表
（1）　法人格コード 区分２ ・ 区分３

　　実務経験証明書の「法人格コード」欄には、次のうち該当する「コード」を記入してください。
法人格（運営主体） コード

国・地方公共団体等の公的機関 ０１
社会福祉法人、（一般・公益）財団・社団法人、宗教法人、独立行政法人、学校法人等の
非営利法人 ０２

医療法人等、病院・診療所を開設する法人及び個人 ０３
株式会社、有限会社等の営利法人（人材派遣会社はコード０８） ０４
特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） ０５
生活協同組合、農業協同組合、企業組合等の協同組合 ０６
その他 ０７
人材派遣会社
※派遣先である運営主体でも、派遣元である人材派遣会社でも証明可能です。
　（運営主体が証明できない場合は、人材派遣会社が証明してください）

０８

（2）　施設・職種コード 区分２ ・ 区分３

　�　次の施設・事業において精神障害者の保健及び福祉に関する相談援助の業務に従事した方は、精神保健
福祉士の受験に必要な実務経験を有するものと認められます。

　�　実務経験証明書の「施設（事業）種類」、「職種」及び各「コード」欄には、次のうち該当するものを記
入してください。

　　実務経験証明書の「職種」欄に記入する職種名は、辞令等で発令されている職種名を記入してください。

施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

精神科病院 01
・精神科ソーシャルワーカー［01］
・医療ソーシャルワーカー［01］
★その他（職種名を記入）［02］

精神保健福祉センター 02

・精神保健福祉相談員［01］
・社会福祉士［01］
・精神科ソーシャルワーカー［01］
・心理判定員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童福祉法

障害児通所支援事業を行う施設
（児童デイサービスであった期間を含む）

児童発達支援 03

・‌�相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

放課後等デイサービス 04
居宅訪問型児童発達支援 52
保育所等訪問支援 53

乳児院 05

・個別対応職員［01］
・家庭支援専門相談員［01］
・心理療法担当職員［01］
・児童指導員［01］
・保育士［01］
・里親支援専門相談員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

1-（1）

1-（15）

1-（7）

1-（7）

1-（7）

1-（7）

1-（3）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。

−18− −19−
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

児童養護施設 06

・児童指導員［01］
・保育士［01］
・個別対応職員［01］
・家庭支援専門相談員［01］
・心理療法担当職員［01］
・職業指導員［01］
・自立支援担当職員［01］
・里親支援専門相談員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

福祉型障害児入所施設
（知的障害児施設・知的障害児通園施設であった期間を含む） 07

・児童指導員［01］
・保育士［01］
・児童発達支援管理責任者［01］
・心理担当職員［01］
・職業指導員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童心理治療施設
（ 旧：情緒障害児短期治療施設） 08

・心理療法担当職員［01］
・児童指導員［01］
・保育士［01］
・個別対応職員［01］
・家庭支援専門相談員［01］
・自立支援担当職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童相談所 09

・児童福祉司［01］
・児童心理司［01］
・受付相談員［01］
・相談員［01］
・電話相談員［01］
・心理療法担当職員［01］
・児童指導員［01］
・保育士［01］
・個別対応職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

母子生活支援施設 10

・母子支援員［01］
・少年を指導する職員［01］
・心理療法担当職員［01］
・個別対応職員［01］
・保育士［01］
・自立支援担当職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

障害児相談支援事業を行う施設 11
・相談支援専門員［01］
・相談支援員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

1-（4）

1-（5）

1-（6）

1-（10）

1-（11）

1-（8）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。

−20− −21−
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

児童自立支援施設 12

・児童自立支援専門員［01］
・児童生活支援員［01］
・個別対応職員［01］
・家庭支援専門相談員［01］
・心理療法担当職員［01］
・職業指導員［01］
・自立支援担当職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童家庭支援センター 13
・‌�「児童福祉施設の設備及び運営に関する基
準」第88条の３第１項に規定する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童自立生活援助事業を行う施設 56
・相談援助業務を行う指導員［01］
・自立支援担当職員［01］
・個別対応職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

里親支援センター 84

・里親制度等普及促進担当者［01］
・里親等支援員［01］
・里親研修等担当者［01］
・市町村連携支援員［01］
・障害児里親等支援担当職員［01］
・養親等相談支援員［01］
・自立支援担当職員［01］
・家庭支援専門相談員［01］
・心理療法担当職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

社会的養護自立支援拠点事業を行う施設 85
・支援コーディネーター［01］
・生活相談支援員［01］
・就労相談支援員［01］
・就労等定着支援員［01］

妊産婦等生活援助事業を行う施設 86
・支援コーディネーター［01］
・母子支援員［01］
・就労等定着支援員［01］

養育支援訪問事業を行っている事業所 88 ・訪問支援者［01］

親子再統合支援事業を行っている事業所 89 ・相談援助業務を行っている職員［01］

こども家庭センター 93
・�児童の福祉及び妊産婦の福祉に関する
相談に応ずる職員［01］

・統括支援員［01］

民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律

民間あっせん機関 90 ・養子縁組あっせん責任者［01］
・相談員［01］

子ども・若者育成支援推進法

子ども・若者総合相談センター 91 ・相談援助業務を行っている職員［01］

地域保健法

保健所 14 ・精神保健福祉相談員［01］
・社会福祉士［01］
・精神科ソーシャルワーカー［01］
・心理判定員［01］
★その他（職種名を記入）［02］市町村保健センター 15

1-（12）

1-（13）

1-（9）

1-（14）

3-（16）

3-（17）

3-（22）

3-（23）

3-（19）

3-（18）

3-（21）

1-（2）

1-（2）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。

−20− −21−
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

医療法

病院
（精神病床を有するもの又は精神科もしくは心療内科の広告をしているものに限る） 16 ・精神科ソーシャルワーカー［01］

・医療ソーシャルワーカー［01］
★その他（職種名を記入）［02］診療所

（精神病床を有するもの又は精神科もしくは心療内科の広告をしているものに限る） 17

生活保護法

救護施設 18 ・生活指導員［01］
★その他（職種名を記入）［02］更生施設 19

被保護者就労支援事業を行う事業所 57 ・就労支援員［01］

被保護者就労準備支援事業を行う事業所
被保護者家計改善支援事業を行う事業所
子どもの進路選択支援事業を行う事業所
被保護者地域居住支援事業を行う事業所

58

・就労支援員［01］
・被保護者就労準備支援担当者［01］
・家計改善支援員［01］
・相談支援に従事する者［01］
・居住支援員［01］

就労支援事業を行う事業所
［自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に規定する事業］ 78 ・就労支援員［01］

日常生活支援住居施設
3-（15）

83 ・生活支援員［01］
・生活支援提供責任者［01］

地方自治体

市役所の精神障害者に対してサービスを提供する部署 20 ・精神保健福祉相談員［01］
・社会福祉士［01］
・精神科ソーシャルワーカー［01］
・心理判定員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

区役所の精神障害者に対してサービスを提供する部署 21

町村役場の精神障害者に対してサービスを提供する部署 22
生活困窮者自立支援法

生活困窮者自立相談支援事業を行う自立相談支援機関 59 ・主任相談支援員［01］
・相談支援員［01］
・就労支援員［01］
・住まい相談支援員［01］
・就労準備支援担当者［01］
・家計改善支援員［01］

生活困窮者就労準備支援事業を行う事業所 60

生活困窮者家計改善支援事業を行う事業所 61

社会福祉法

都道府県社会福祉協議会
日常生活自立支援事業 62 ・専門員［01］

市町村社会福祉協議会 24
・福祉活動専門員［01］
・‌�相談援助業務（主として身体障害者、知的障害者、精
神障害者に対するものに限る）に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

1-（1）

1-（1）

1-（16）

1-（16）

3-（3）

3-（3）

3-（3）

1-（2）

1-（2）

1-（2）

3-（7）

3-（7）

3-（7）

3-（4）

1-（18）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。

−22− −23−
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

福祉事務所 23

・査察指導員［01］
・身体障害者福祉司［01］
・知的障害者福祉司［01］
・老人福祉指導主事［01］
・現業員［01］
・家庭児童福祉主事［01］
・家庭相談員［01］
・面接員に相当する職員［01］
・女性相談支援員［01］
・母子・父子自立支援員［01］
・母子・父子自立支援プログラム策定員［01］
・就業支援専門員［01］
・‌�生活保護法第55条の7第1項に規定する被保護
者就労支援事業に従事する就労支援員［01］

・�「セーフティネット支援対策等事業の
実施について」別添1の3（1）に規定
する就労支援事業に従事する就労支援
員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

知的障害者福祉法

知的障害者更生相談所 25

・知的障害者福祉司［01］
・心理判定員［01］
・職能判定員［01］
・ケース・ワーカー［01］
★その他（職種名を記入）［02］

法務省設置法

保護観察所 26
・社会復帰調整官［01］
・保護観察官［01］
★その他（職種名を記入）［02］

障害者の雇用の促進等に関する法律

広域障害者職業センター 27 ・障害者職業カウンセラー［01］
★その他（職種名を記入）［02］

地域障害者職業センター 28
・障害者職業カウンセラー［01］
・職場適応援助者［01］
★その他（職種名を記入）［02］

障害者就業・生活支援センター 29

・主任就業支援担当者［01］
・就業支援担当者［01］
・主任職場定着支援担当者［01］
・生活支援担当職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

発達障害者支援法

発達障害者支援センター 31
・相談支援を担当する職員［01］
・就労支援を担当する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

1-（17）

1-（19）

1-（25）

1-（20）

1-（21）

1-（22）

1-（26）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。

−22− −23−
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

更生保護事業法

更生保護施設 30

・補導に当たる職員［01］
・福祉職員［01］
・薬物専門職員［01］
・訪問支援職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律

女性相談支援センター 63
・相談支援員［01］
・心理支援員［01］
・女性相談支援員［01］

女性自立支援施設 64 ・入所者の自立支援を行う職員［01］
・心理療法担当職員［01］

刑事収容施設法

刑事施設 65
・刑務官［01］
・法務教官［01］
・法務技官（心理）［01］
・福祉専門官［01］

少年院法

少年院 66
・法務教官［01］
・法務技官（心理）［01］
・福祉専門官［01］

少年鑑別所法

少年鑑別所 67 ・法務教官［01］
・法務技官（心理）［01］

高次脳機能障害者支援法

高次脳機能障害者支援センター 94 ・支援コーディネーター［01］
★その他（職種を記入）［02］

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（障害者総合支援法）

地域生活支援事業

日中一時支援事業を行っ
ている施設 68

・‌�相談援助業務に従事する職員［01］障害者相談支援事業を
行っている施設 69

障害児等療育支援事業を
行っている施設 70

一般相談支援事業を行う施設‌
（相談支援事業を行う施設であった期間を含む） 39 ・相談支援専門員［01］

★その他（職種名を記入）［02］

1-（24）

3-（2）

3-（2）

3-（14）

3-（14）

3-（14）

1-（36）

3-（9）

3-（9）

3-（9）

1-（31）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

障害福祉サービス事業

生活介護を行う施設 32 ・生活支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
★その他（職種名を記入）［02］自立訓練を行う施設 33

就労移行支援を行う施設 34

・職業指導員［01］
・生活支援員［01］
・就労支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
★その他（職種名を記入）［02］

就労継続支援を行う施設 35
・職業指導員［01］
・生活支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
★その他（職種名を記入）［02］

就労定着支援を行う施設 54
・就労定着支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
・相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

自立生活援助を行う施設 55
・地域生活支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
・相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

短期入所を行う施設 36

・‌�相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

重度障害者等包括支援を
行う施設 37

共同生活援助を行う施設
（共同生活介護であった期間を
含む）

38

就労選択支援を行う施設 95
・相談援助業務に従事する職員［01］
・就労選択支援員［01］
★その他（職種を記入）［02］

特定相談支援事業を行う施設‌
 （相談支援事業を行う施設であった期間を含む） 40

・相談支援専門員［01］
・相談支援員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

障害者支援施設 41
・生活支援員［01］
・就労支援員［01］
・サービス管理責任者［01］
★その他（職種名を記入）［02］

地域活動支援センター 42 ・指導員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

福祉ホーム 43 ・管理人［01］
★その他（職種名を記入）［02］

基幹相談支援センター 71 ・‌�相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

1-（27）

1-（27）

1-（27）

1-（27）

1-（28）

1-（28）

1-（28）

1-（28）

1-（28）

1-（28）、 1-（29）

1-（32）

1-（30）

1-（33）

1-（34）

1-（35）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。
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施設（事業）種類
（いずれも精神障害者に対してサービスを提供するものに限る）

施設
コード

職種［職種コード］

介護保険法

地域包括支援センター 72

・‌�包括的支援事業に係る業務を行う職
員（※1）（介護保険法第115条の45第
２項第４号から第５号までに掲げる
事業を除く）［01］

★その他（職種名を記入）［02］

注意事項
（※1）「包括的支援事業」のうち、一部の事業は、その実務経験をもって精神保健福祉士国家試験を受験す
ることができません。通知の内容を必ず確認してください。

職業安定法

公共職業安定所 73 ・�精神・発達障害者雇用サポーター［01］
・障害学生等雇用サポーター［01］

その他

精神障害者地域移行支援特別対策事業を行う施設 49
・地域体制整備コーディネーター［01］
・地域移行推進員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

アウトリーチ事業、アウトリーチ支援を行う施設 74
・‌�相談援助業務に従事する職員（医師、
保健師、看護師、作業療法士、その他
医療法に規定する病院として必要な職
員を除く）［01］

第1号職場適応援助者助成金
又は訪問型職場適応援助者助成金受給資格認定法人 75

・‌�第1号職場適応援助者養成研修又は訪
問型職場適応援助者養成研修若しくは
上級職場適応援助者養成研修を修了し
た職員であって、職場適応援助を行っ
ている者［01］

訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人 76
・‌�訪問型職場適応援助者養成研修を修了
した職員であって、職場適応援助を
行っている者［01］

スクールソーシャルワーカー活用事業を行う施設 50 ・スクールソーシャルワーカー［01］
★その他（職種名を記入）［02］

就業支援事業を行う施設
［ひとり親家庭等就業・自立支援事業実施要綱に基づく事業］ 77 ・就業相談業務を行う相談員［01］

ひきこもり地域支援センター 79 ・‌�ひきこもり支援コーディネーター［01］

地域生活定着支援センター 80 ・‌�相談援助業務に従事する職員［01］

ホームレス自立支援事業を行う施設 51 ・生活相談指導員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

地域若者サポートステーション 81 ・‌�相談援助業務に従事する職員［01］

子ども家庭総合支援拠点 92 ・相談援助業務を行っている職員［01］

その他厚生労働大臣が個別に認めた施設
※‌�別途基準、申請様式がありますので、事前に電話で連絡してください。 99 ・‌�精神保健福祉に関する相談援助業務に

従事する相談員

1-（23）

3-（12）

2-（1）

3-（8）

3-（10）

3-（11）

2-（2）

3-（1）

3-（5）

3-（6）

2-（3）

3-（13）

3-（20）

3-（24）

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。
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※�　以下に掲げる事業・職種は、すでに廃止されていますが、過去においてこれらの事業に従事していた期
間は、精神保健福祉士の受験に必要な実務経験の対象となります。

精神障害者地域生活援助事業を行う施設 44 ・世話人［01］
★その他（職種名を記入）［02］

精神障害者社会復帰施設 45
・精神障害者社会復帰指導員［01］
・管理人［01］
★その他（職種名を記入）［02］

知的障害者援護施設 46 ・生活支援員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

児童デイサービス 47 ・‌�相談援助業務に従事する職員［01］
★その他（職種名を記入）［02］

職種「★その他」（職種コード02）に関する注意事項

　職種コードが「★その他（職種名を記入）」（コード02）の方は、精神保健福祉士国家試験を受験するために必要な
実務経験（「相談援助の業務」【精神保健福祉士試験の受験資格に係る実務経験について（平成14年５月20日障精第
0520001号）別添】①～⑤）に該当するか個別に確認します。
　「実務経験証明書」と併せて「相談援助の実務経験申告書」を提出する必要があります。
　提出いただいた証明書等により受験資格が確認できない場合は、後日、追加で書類を提出いただく場合があります。
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申請様式について 
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日本医療大学 通信教育部  

 

 

 

実務経験申告書（社会福祉士用） 
本申告書は、申請者（本人）が記入してください。 

 

日本医療大学 学⾧ 殿         申告日（西暦）     年   月   日 

              〒 

     〈申告者〉住 所                               
                      フリガナ 

          氏 名                ㊞ 
 

          連絡先（携帯電話等）       —      —         

                          ※記載内容について、問い合わせすることがあります。 

 

次のとおり、所属⾧・代表者等の証明書（実務経験証明書）を添えて、申告いたします。 
 

                              

 
 
（注） 
１．「施設種類」「施設・職種コード」「職種」は、『実習免除となるための相談援助の業務範囲』に掲載の「施設種類」「相談援

助業務の実務経験として認められる職種」「施設・職種コード」から選択し記入してください。 
２．証明権者は、施設・機関の代表者です。代表者の氏名を記入してください。 
３．証明内容を訂正する場合は、訂正箇所に二重線を引き、申告者の印を押印してください。修正液等での訂正は禁止です。 
４．本証明書が複数必要な場合は、コピーしてご使用ください。 
５．「申告書」と「証明書」は、整合性が取れていることを確認してください。 
６．実習免除が確定後に、上記記載内容が事実と相違していること（錯誤・虚偽等）が発覚した場合、 免除は取消され、実習

や実習指導科目の履修、これに伴う学修期間の延⾧や費用納入が必要となります。また、同発覚により、社会福祉士国家
試験受験後に合格が取消される等の事態となった場合、本学は一切その責任を負うものではありませんのであらかじめご
了承ください。 

 

受験番号 
※記入しないでください。 

入学種類  １年次入学  ３年次入学 

勤務していた（している）施設・機関等 施設・職種コード     職種  

法 人 名 
 証  明  権  者   

いずれか１つのみチェック及び、記入してください。（西暦で記入） 
□ 現在勤務していない（過去に勤務していた）場合 

年   月   日～       年   月   日（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合 

年   月   日～現在に至る（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合（入学後「実務経験証明書」を再度提出してください） 

年   月   日～       年   月   日で実務経験１年を満たす見込み 

施 設 名 
 

施設種類 
 

勤務していた（している）施設・機関等 施設・職種コード     職種  

 

法 人 名 
 証  明  権  者   

いずれか１つのみチェック及び、記入してください。（西暦で記入） 
□ 現在勤務していない（過去に勤務していた）場合 

年   月   日～       年   月   日（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合 

年   月   日～現在に至る（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合（入学後「実務経験証明書」を再度提出してください） 

年   月   日～       年   月   日で実務経験１年を満たす見込み 

 

施 設 名 
 

 

施設種類 
 

 

合計勤務期間 
 

合計    年    ヵ月 □見込み 

該当する箇所に〇をつけてください。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

日本医療大学 通信教育部                

 

 

実務経験証明書（社会福祉士用） 
本証明書は、経験を証明する施設・事業所の方が記入してください。 

 

日本医療大学 学⾧ 殿         作成日（西暦）     年   月   日 
 

法 人 名  

施設・事業所 
所  在  地 

〒  

 
職印 

 

電 話 番 号 －       － 
 

施設・事業所 
所在地 

役    職 氏    名 
  

 
証明書作成者 

所属・役職等 氏    名 認印 
   

 
 次の者は、以下のとおり、社会福祉士国家試験の受験資格にかかる相談援助の業務に従事した
（見込である）ことを証明します。 
 

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 
 

氏    名  （西暦） 
    年   月   日生 

施設・事業所 
名    称 

 

施 設 種 類  施設・職種ｺｰﾄﾞ 

職        種 
（受験資格に該当職名） 

  

 
 

従 業 期 間 

 

 

（西暦で記入） 
  

 

年   
 

月   
 

日から 

  
 

年   
 

月   
 

日まで 

※ 実習免除に必要な従業期間は、１年以上となります。３月 31 日（入学前）までで 
１年となる方は、見込みの期間も含めて記入してください。 

 
（注） 
１．「施設種類」「施設・職種コード」「職種」は、『実習免除となるための相談援助の業務範囲』に掲載の「施設種類」「相談援

助業務の実務経験として認められる職種」「施設・職種コード」から選択し記入してください。 
２．証明内容を訂正する場合は、訂正箇所に二重線を引き、施設・事業所の公印を押印してください。修正液等での訂正は禁

止です。 
３．「申告書」と「証明書」は、整合性が取れていることを確認してください。 
４．実習免除が確定後に、上記記載内容が事実と相違していること（錯誤・虚偽等）が発覚した場合、 免除は取消され、実習

や実習指導科目の履修、これに伴う学修期間の延⾧や費用納入が必要となります。また、同発覚により、社会福祉士国家
試験受験後に合格が取消される等の事態となった場合、本学は一切その責任を負うものではありませんのであらかじめご
了承ください。 

 
 

受験番号 
※記入しないでください。 

入学種類  １年次入学  ３年次入学 

該当する箇所に〇をつけてください。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

日本医療大学 通信教育部                

 

 

実務経験申告書（精神保健福祉士用） 
本申告書は、申請者（本人）が記入してください。 

 

日本医療大学 学⾧ 殿         申告日（西暦）     年   月   日 

              〒 

     〈申告者〉住 所                               
                      フリガナ 

          氏 名                ㊞ 
 

          連絡先（携帯電話等）       —      —         

                          ※記載内容について、問い合わせすることがあります。 

 

次のとおり、所属⾧・代表者等の証明書（実務経験証明書）を添えて、申告いたします。 
 

                              

 
 
（注） 
１．「施設種類」「施設・職種コード」「職種」は、『実習免除となるための相談援助の業務範囲』に掲載の「施設種類」「相談援

助業務の実務経験として認められる職種」「施設・職種コード」から選択し記入してください。 
２．証明権者は、施設・機関の代表者です。代表者の氏名を記入してください。 
３．証明内容を訂正する場合は、訂正箇所に二重線を引き、申告者の印を押印してください。修正液等での訂正は禁止です。 
４．本証明書が複数必要な場合は、コピーしてご使用ください。 
５．「申告書」と「証明書」は、整合性が取れていることを確認してください。 
６．実習免除が確定後に、上記記載内容が事実と相違していること（錯誤・虚偽等）が発覚した場合、 免除は取消され、実習

や実習指導科目の履修、これに伴う学修期間の延⾧や費用納入が必要となります。また、同発覚により、社会福祉士国家
試験受験後に合格が取消される等の事態となった場合、本学は一切その責任を負うものではありませんのであらかじめご
了承ください。 

 
 

受験番号 
※記入しないでください。 

入学種類  １年次入学  ３年次入学 

勤務していた（している）施設・機関等 施設・職種コード     職種  

法 人 名 
 証  明  権  者   

いずれか１つのみチェック及び、記入してください。（西暦で記入） 
□ 現在勤務していない（過去に勤務していた）場合 

年   月   日～       年   月   日（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合 

年   月   日～現在に至る（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合（入学後「実務経験証明書」を再度提出してください） 

年   月   日～       年   月   日で実務経験１年を満たす見込み 

施 設 名 
 

施設種類 
 

勤務していた（している）施設・機関等 施設・職種コード     職種  

 

法 人 名 
 証  明  権  者   

いずれか１つのみチェック及び、記入してください。（西暦で記入） 
□ 現在勤務していない（過去に勤務していた）場合 

年   月   日～       年   月   日（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合 

年   月   日～現在に至る（    年    カ月） 
□ 現在継続して勤務している場合（入学後「実務経験証明書」を再度提出してください） 

年   月   日～       年   月   日で実務経験１年を満たす見込み 

 

施 設 名 
 

 

施設種類 
 

 

合計勤務期間 
 

合計    年    ヵ月 □見込み 

該当する箇所に〇をつけてください。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

日本医療大学 通信教育部                

 

 

実務経験証明書（精神保健福祉士用） 
本証明書は、経験を証明する施設・事業所の方が記入してください。 

 

日本医療大学 学⾧ 殿         作成日（西暦）     年   月   日 
 

法 人 名  

施設・事業所 
所  在  地 

〒  

 
職印 

 

電 話 番 号 －       － 
 

施設・事業所 
所在地 

役    職 氏    名 
  

 
証明書作成者 

所属・役職等 氏    名 認印 
   

 
 次の者は、以下のとおり、精神保健福祉士国家試験の受験資格にかかる相談援助の業務に従事
した（見込である）ことを証明します。 
 

フ リ ガ ナ  生 年 月 日 
 

氏    名  （西暦） 
    年   月   日生 

施設・事業所 
名    称 

 

施 設 種 類  施設・職種ｺｰﾄﾞ 

職        種 
（受験資格に該当職名） 

  

 
 

従 業 期 間 

 

 

（西暦で記入） 
  

 

年   
 

月   
 

日から 

  
 

年   
 

月   
 

日まで 

※ 実習免除に必要な従業期間は、１年以上となります。３月 31 日（入学前）までで 
１年となる方は、見込みの期間も含めて記入してください。 

 
（注） 
１．「施設種類」「施設・職種コード」「職種」は、『実習免除となるための相談援助の業務範囲』に掲載の「施設種類」「相談援

助業務の実務経験として認められる職種」「施設・職種コード」から選択し記入してください。 
２．証明内容を訂正する場合は、訂正箇所に二重線を引き、施設・事業所の公印を押印してください。修正液等での訂正は禁

止です。 
３．「申告書」と「証明書」は、整合性が取れていることを確認してください。 
４．実習免除が確定後に、上記記載内容が事実と相違していること（錯誤・虚偽等）が発覚した場合、 免除は取消され、実習

や実習指導科目の履修、これに伴う学修期間の延⾧や費用納入が必要となります。また、同発覚により、社会福祉士国家
試験受験後に合格が取消される等の事態となった場合、本学は一切その責任を負うものではありませんのであらかじめご
了承ください。 

 
 

受験番号 
※記入しないでください。 

入学種類  １年次入学  ３年次入学 

該当する箇所に〇をつけてください。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

申請様式の記入例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設・職種コード、職種、施設種

類は、社会福祉士はｐ5～、精神

保健福祉士はｐ20～の「実習免除

となるための相談援助の業務範

囲」を確認してください。実務経

験として認められるためには、範

囲に記載された職種である必要が

あります。勤務先での任意の職種

は認められませんので、ご注意く

ださい。 

いずれか１つを選び、記入してく

ださい。 

実務経験の合計年月数を記入して

ください。 

公印を捺印してください。 

〈申請書〉と同じ表記で 

必ず記入してください。 

現在も勤務を継続している

場合は、証明書作成日を記

入してください。 

訂正する場合は、訂正印（公印）を 

押してください。 

４ 申請様式について 
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